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2013年４月 19日  安倍首相「成長戦略スピーチ」…「女性の活躍は『成長戦略』の中核をなすもの」 
2014年９月３日  第２次安倍改造内閣発足（男女共同参画担当＝有村治子） 
2014年 10月３日  すべての女性が輝く社会づくり本部の設置について（閣議決定） 
2014年 10月 10日  すべての女性が輝く社会づくり本部会合①すべての女性が輝く政策パッケージ（2015年春頃
までに早急に実施すべきもの） 
2015年６月 26日  本部会合②女性活躍加速のための重点方針 2015 
2015年８月 28日 「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」成立 
2015年９月 25日  本部会合③女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針 
2015年 10月７日  第３次安倍改造内閣発足（女性活躍、男女共同参画担当＝加藤勝信） 

































































（出典）『男女共同参画白書 平成 28年版』内閣府、 2016年 
（基準とする男性の給与＝100） 
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 １ 採用 
  ・男女別の採用における競争倍率 
  ・雇用する労働者及び派遣労働者に占める女性労働者の割合 
 ２ 配置・育成・教育訓練 
  ・男女別の配置の状況 
  ・男女別の将来の人材育成を目的とした教育訓練の受講の状況 
  ・管理職や男女の労働者の配置・育成・評価・昇進・性別役割分担意識その他の職場風土等に関する意識 
 ３ 継続就業・働き方改革 
  ・10事業年度前及びその前後の事業年度に採用された労働者の男女別の継続雇用割合 
  ・男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 
  ・男女別の職業生活と家庭生活との両立を支援するための制度(育児休業を除く)の利用実績 
  ・男女別のフレックスタイム制、在宅勤務、テレワーク等の柔軟な働き方に資する制度の利用実績 
  ・労働者の各月ごとの平均残業時間等の労働時間の状況 
  ・管理職の各月ごとの労働時間等の勤務状況 
  ・有給休暇取得率 
 ４ 評価・登用 
  ・各職階の労働者に占める女性労働者の割合及び役員に占める女性の割合 
  ・男女別の１つ上位の職階へ昇進した労働者の割合 
  ・男女の人事評価の結果における差異 
 ５ 職場風土・性別役割分担意識 
  ・セクシュアルハラスメント等に関する各種相談窓口への相談状況 
 ６ 再チャレンジ（多様なキャリアコース） 
  ・男女別の職種又は雇用形態の転換の実績 
  ・男女別の再雇用又は中途採用の実績 
  ・男女別の職種若しくは雇用形態の転換者、再雇用者又は中途採用者を管理職へ登用した実績 
  ・男女別の非正社員のキャリアアップに向けた研修の受講の状況 
 ７ 取組の結果を図るための指標 
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① ＨＤＩ（人間開発指数） ② ＧＩＩ（ジェンダー不平等指数） ③ ＧＧＩ（ジェンダー・ギャップ指数）
2014（平成26）年 2014（平成26）年 2015（平成27）年
順位 国 名 ＨＤＩ値 順位 国 名 ＧＩＩ値 順位 国 名 ＧＧＩ値
1 ノルウェー 0.944 1 スロベニア 0.016 1 アイスランド 0.881 
2 オーストラリア 0.935 2 スイス 0.028 2 ノルウェー 0.850 
3 スイス 0.930 3 ドイツ 0.041 3 フィンランド 0.850 
4 デンマーク 0.923 4 デンマーク 0.048 4 スウェーデン 0.823 
5 オランダ 0.922 5 オーストリア 0.053 5 アイルランド 0.807 
6 ドイツ 0.916 6 スウェーデン 0.055 6 ルワンダ 0.794 
6 アイルランド 0.916 7 オランダ 0.062 7 フィリピン 0.790 
8 アメリカ合衆国 0.915 8 ベルギー 0.063 8 スイス 0.785 
9 カナダ 0.913 9 ノルウェー 0.067 9 スロベニア 0.784 
9 ニュージーランド 0.913 10 イタリア 0.068 10 ニュージーランド 0.782 
11 シンガポール 0.912 11 フィンランド 0.075 11 ドイツ 0.779 
12 香港 0.910 12 アイスランド 0.087 12 ニカラグア 0.776 
13 リヒテンシュタイン 0.908 13 シンガポール 0.088 13 オランダ 0.776 
14 スウェーデン 0.907 13 フランス 0.088 14 デンマーク 0.767 
14 イギリス 0.907 15 チェコ 0.091 15 フランス 0.761 
16 アイスランド 0.899 16 スペイン 0.095 16 ナミビア 0.760 
17 韓国 0.898 17 ルクセンブルク 0.100 17 南アフリカ 0.759 
18 イスラエル 0.894 18 イスラエル 0.101 18 イギリス 0.758 
19 ルクセンブルク 0.892 19 オーストラリア 0.110 19 ベルギー 0.753 
20 日本 0.891 20 ポルトガル 0.111 20 ラトビア 0.752 
21 ベルギー 0.890 21 アイルランド 0.113 21 エストニア 0.749 
22 フランス 0.888 23 韓国 0.125 25 スペイン 0.742 
23 オーストリア 0.885 25 カナダ 0.129 28 アメリカ合衆国 0.740 
24 フィンランド 0.883 26 日本 0.133 30 カナダ 0.740 
25 スロベニア 0.880 28 ポーランド 0.138 32 ルクセンブルク 0.738 
26 スペイン 0.876 29 ギリシャ 0.146 36 オーストラリア 0.733 
27 イタリア 0.873 32 ニュージーランド 0.157 37 オーストリア 0.733 
28 チェコ 0.870 33 スロバキア 0.164 39 ポルトガル 0.731 
29 ギリシャ 0.865 33 エストニア 0.164 41 イタリア 0.726 
30 エストニア 0.861 39 イギリス 0.177 51 ポーランド 0.715 
35 スロバキア 0.844 42 ハンガリー 0.209 53 イスラエル 0.712 
36 ポーランド 0.843 55 アメリカ合衆国 0.280 71 メキシコ 0.699 
42 チリ 0.832 65 チリ 0.338 73 チリ 0.698 
43 ポルトガル 0.830 71 トルコ 0.359 81 チェコ 0.687 
44 ハンガリー 0.828 74 メキシコ 0.373 87 ギリシャ 0.685 
72 トルコ 0.761 97 スロバキア 0.675 
74 メキシコ 0.756 99 ハンガリー 0.672 
101 日本 0.670 
115 韓国 0.651 
130 トルコ 0.624 
（備考） １．ＨＤＩ及びＧＩＩは国連開発計画（ＵＮＤＰ）「人間開発報告書2015」、ＧＧＩは世界経済フォーラム「The Global














































ルは、1980 年代後半ないし 90 年代に盛んにつくられるようになったが、公的な子育て支援サービスの量的
拡大や、SNSの普及などにともなって状況が変わってきた。さっぽろ子育てネットワーク代表の河野和枝は、
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  Ｂ/Ａ 
備 考 










  Ｂ/Ａ 
備 考 
― 948 440 5,066 575 11.4%  
うち教育委員会 179 168 825 218 26.4%  
選挙管理委員会 179 133 735 175 23.8%  










  Ｂ/Ａ 
備 考 
民生（児童）委員 179 179 12,581 6,911 54.9%  
人権擁護委員 178 155 768 320 41.7%  
行政相談委員 177 68 290 93 32.1%  
保護司 179 153 3,105 917 29.5%  
４．地域社会における男女平等参画の状況 
役職名 総数（人）   Ａ うち女性数（人） Ｂ 比率（％） Ｂ/Ａ 備 考 
町内会長 15,290 431 2.8%  



















































































                                                        
1） 根室市は平成 27年度から 36年度を計画期間とする第２次の「根室市男女共同参画基本計画」を策定しているが、策定期日
は 28年３月であり、調査基準日を 27年４月１日とする道や内閣府の調査では「策定に向けて検討中」となっている。 
2） 首相官邸のウェブサイトより「安倍総理『成長戦略スピーチ』」、2013年 4月 19日 
（http://www.kantei.go.jp/jp/96_abe/statement/2013/0419speech.html） 
3） 北海道新聞 2014年 9月 11日 
4） 例えば「安倍晋三 アベノミクス第二章起動宣言」『文藝春秋』92（11）、2014年 9月号  
5） 鹿嶋敬「女性活躍推進に欠かせない男女共同参画の視点」『労働調査』537号、労働調査協議会、2015年 1月 








10） やくもレディースネット事務局長・赤井睦美さんへの聞き取り調査は、2017年 2月 25日に行った。 
11）『さっぽろ子育てネットワーク設立 15周年記念誌 このゆびとまれ！２』さっぽろ子育てネットワーク、2010年 
12） 農業女子プロジェクト（https://nougyoujoshi.maff.go.jp/） 
13） 北海道農業担い手育成センターが主催する全道女性農業担い手研修会は、2008（平成 20）年度から行われている。
（http://www.adhokkaido.or.jp/ninaite/female/） 
14） 父親ネットワーク北海道（http://fathers-net-hokkaido.org/） 
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